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はじめに

情報化社会がより高度に、そしてより複雑に進展する今、情報・メディア・通信
(TMT : Technology, Media, and Telecommunications)の各業界は、過去
には想像し得なかったような変革を遂げようとしています。特にデジタルテクノロ
ジーと通信の融合により、さまざまな情報通信システムやネットワークの形成が
促進され、その成熟化がコンテンツやメディアの世界にも大きな変革をもたらそ
うとしています。さらに進めば、業界そのものの境界も曖昧になってくるでしょう。

TMT 日本テクノロジーFast50は、このような業界の中で、大きく成長している
日本の企業を顕彰することにより、その継続的な成長をサポートすることをミッ
ションとしております。さらに、グローバルレベルでは、毎年「デロイト アジア太
平洋地域テクノロジー Fast500」として、日本を含むアジアパシフィック地域に
おいて成長著しい企業を発表させていただいております。企業の皆様にとっ
ては認知度向上やネットワーク拡大への一助として、関連業界の方々へは活
力ある企業や成長傾向を知る情報源のひとつとして、業界全体への貢献を目
指しています。

今年度も、TMT企業の日本テクノロジーFast50の発表をさせていただくことを
喜びに感じますとともに、受賞企業の皆様には、心から賛辞をお贈りさせてい
ただきます。第４回となる2006年の今年は、昨年に引き続き、インターネット関
連分野からの受賞が最多を占めており、また、受賞企業の半数が複数回受賞
しているという結果となりました。多くの受賞企業が一過性の成長ではなく、継
続的に成長し続けているということの現れであろうと考えられます。

「Fast50」プログラムの一環として毎年実施している、ビジネス上の諸問題に
ついての調査では、受賞企業のマネジメントから、ほぼ100%のご回答をいただ
きました。ご協力ありがとうございました。成長企業の動向を知る有益な情報と
してここに発表させていただきます。

また、今年度も、昨年に引き続き、経済産業省関東経済産業局の「首都圏情
報ベンチャーフォーラム」のご協力をいただきました。「首都圏情報ベンチャー
フォーラム」は、日本のIT産業のモデルとなる新事業を創出する場を創り出す
とともに、これに参加する企業の中から世界に通用する情報ベンチャー企業
の育成を図ることを活動目標とされています。

TMT業界は、消費者主権に変わりつつあり、垂直統合や水平統合が進む一
方で、同時にその分離も進んでおり、業界全体の再編の第二章が始まったよ
うに思えます。このような変革し成長を続ける業界に対して、Fastプログラムが
少しでもお役に立てれば幸いです。

浅枝芳隆

テクノロジー�Fast50�Fast500�日本代表
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デロイト トウシュ トーマツ
2006 日本テクノロジー Fast50 
について
「デロイト トウシュ トーマツ 日本テクノロジー Fast50」は、直
近3決算期の収益成長率をもとに、日本の急成長テクノロジ
ー企業50社を顕彰するプログラムです。
このプログラムが日本のテクノロジー企業の成長性や成功を
知るベンチマークとなり、業界全体の高揚に大きく貢献するこ
とを目指しています。

Fast50Technology
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プログラムについて
デロイト トウシュ トーマツは、国レベルの顕彰プログラム「テクノロジー Fast50」を世界13カ国以上にて、
地域レベルの顕彰プログラム「テクノロジー Fast500」を3極（北米、EMEA、アジア太平洋）にて開催しています。

「日本テクノロジー Fast50」の応募企業は、自動的に、「アジア太平洋地域

テクノロジー Fast500」の候補企業となります。

以下の必要事項を満たす、上場・未上場テクノロジー企業が、応募資格を有

します。

１．  下記条件のいずれかを満たすテクノロジー企業である

      ■売上高の大半は、自社技術開発の成果である

      ■テクノロジー関連製品を製造している

      ■テクノロジーの研究開発に重点を置いている

２．  3年以上の業務実績がある

３．  対象期間の1年目の売上高がUS$50,000（$1=120円の場合は、

     約600万円）以上である

４．  少なくとも、直近1年は、監査済みである

５．  日本資本の企業で、国内に本社が所在する

ランキングは、直近3決算期の収益（売上高）成長率をもとに作成されています。 

2006年日本テクノロジー Fast50では、1月～3月が決算期の企業は、2004年と

2006年の収益成長率を基に、その他の決算期の企業は、2003年と2005年の

収益成長率を基に算出しています。

プログラムの詳細は下記ホームページをご覧ください

www.fast50.tohmatsu.co.jp/
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2006 受賞企業について
平成18年版経済財政白書によれば、日本経済は2005年央に踊り場を脱し、その後も、消費、投資、外需のバランスがとれた景
気回復を続けている。その中で、デフレ脱却に向けた動きや、金融危機を脱した金融機関の行動の変化も次第に顕著になりつ
つある。2006年のTechnology Fast50受賞50社の3年間の平均売上高成長率は355%と、「緩やかな」回復を続ける日本経
済の中では（当然のことながら）突出した成長を見せている。また、昨年の受賞50社平均の数値317%と比較しても大きな伸び
を見せている。今後とも日本経済の牽引車としての成長が期待される。
なお、50社中、上場企業は35社、未上場企業は15社であった。

東京都は、受賞企業の約8割が本社を置き、例年通りに最多である。また、その割合は年々増加する傾向にある。一方、東京都
以外では、東北地方から九州地方まで、平均して毎年約8府県から、受賞企業が登場している。

第１位　収益成長率2,898%
メビックス株式会社（ライフサイエンス/上場）
大規模臨床試験向けの支援管理システムを提供/過冷却装置販売

第2位　収益成長率1,476%
サイバーステップ株式会社（インターネット/上場）
インターネットオンラインゲームの開発、ライセンス提供、運営

第3位　収益成長率1,358%
アウンコンサルティング株式会社（インターネット/上場）
SEM（検索エンジンマーケティング）に関するコンサルティング業務

第4位　収益成長率816%
エイチエムシステムズ株式会社（インターネット/未上場）
モバイルメディア事業、モバイルソリューション事業

第5位　収益成長率751%
日本ジオトラスト株式会社（インターネット/未上場）
独自の承認技術による電子証明セキュリティサービス事業を展開

トップ5

1.

2.

3.

4.

5.

受賞企業の分布
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業種別
業種別
2006年のFast50では、昨年に引き続き、インターネット関連分野からの受賞
が58%｛46%｝と最多となった。ソフトウェア・コンテンツ分野は、26%｛18%｝
であり、2年連続で首位をインターネット関連分野に譲ったものの、再び比率
を高めた。続いて、ライフサイエンス分野は6%、コミュニケーション分野、半
導体/部品/電子機器分野は同率4%となり、昨年｛各、8%、12%、12%｝より
も割合が小さくなった。コンピュータ/周辺機器は2%｛2%｝である。
＊ 2005年において「ソフトウェア」に相当する分野について、2006年においては、「ソフトウェア・コン

テンツ」とし、ソフトウェアにコンテンツ作成企業を含んでいることを明示した。

＊ ｛　｝内は、2005年データ

50社のうち、70%の35社が上場企業、30%の15社が未上場企業である。
上場市場区分は、東証一部、東証マザーズ、大証ヘラクレス、名古屋セン
トレックス、ジャスダックから構成される。最多は、東証マザーズ51%｛61%｝
であるが、第1回日本テクノロジーFast50を実施した2003年から昨年まで
の増加傾向から、転じて今年は減少した。反対に、大証ヘラクレスは
20%｛15%｝と増加傾向にある。
＊ 2006年8月時点

＊ ｛　｝内は、2005年データ

 

市場区分

2006 日本テクノロジー Fast50

上場区分

2006 日本テクノロジー Fast50

業種別

インターネット 東証マザース 大証ヘラクレス 名古屋セントレックス ジャスダック

東証一部

ソフトウエア・コンテンツ

半導体/部品/電子機器 コンピュータ/周辺機器

ライフサイエンス コミュニケーション
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Fast50
受賞企業 50社
ランキング
上位には、ライフサイエンス、エンターテイメント、Web2.0的事
業（SNS、アフィリエイト広告など）といった事業を営む企業が
ランクインしている。トップ10企業の平均では、過去3年間の
売上高成長率が1,014%となった。これは昨年のトップ10企
業の平均成長率748%を大きく上回る数字である。
50社中、今年も含めた4回のプログラムで、複数回受賞してい
るのは25社である。内訳を見ると、4回受賞が4社、3回受賞が
10社（3年連続9社、再ランクイン1社）、2回受賞が11社（2年
連続9社、再ランクイン2社）である。

/

［1位～10位］
（未）は未上場企業、それ以外は上場企業を示す。（2006年8月現在）

　　は（　）内の複数年、受賞している企業を示す。

（＊）は2002アジア太平洋地域テクノロジー Fast500受賞を含む。

業務内容 ライフサイエンス

半導体/部品/電子機器

コンピュータ/周辺機器

ソフトウェア・コンテンツ

インターネット コミュニケーション

会社名
3決算期収益
成長率（％） 所在地事業内容 代表者 ホームページアドレス
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エヌ・デーソフトウェア株式会社

中村　高根

MVNO事業

会社名
3決算期収益
成長率（％） 所在地事業内容 代表者 ホームページアドレス

［11位～50位］
（未）は未上場企業、それ以外は上場企業を示す。（2006年8月現在）

　　は（　）内の複数年、受賞している企業を示す。

（＊）は2002アジア太平洋地域テクノロジー Fast500受賞を含む。
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Top10
トップ10
企業プロフィール

Ranking
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メビックス株式会社は、医師等との共同研究で開発した臨床試験支援管理シ
ステム「CapTool（キャプツール）」を活用することにより、「ＥＢＭ」（＝科学的
な根拠に基づく医療）のためのエビデンス構築を目的に実施される大規模臨
床試験において、高品質なデータを効率的且つ安価に取得する為のトータル
ソリューションサービスを提供しています。
近年、医療業界において「ＥＢＭ」の重要性が盛んに唱えられるようになり、欧
米から発信された様々なエビデンスが日本において応用されています。しかし、
遺伝子背景や生活習慣が異なる他国におけるエビデンスをそのまま日本の臨
床現場で活用されることに対する疑問等が指摘され、日本独自のエビデンス
構築が重要であるとの見解が急速に広まってきました。これに伴って、当社の
コアマーケットである大規模臨床試験市場は年々拡大しております。
現在、当社は、この大規模臨床試験市場において「CapTool」をデファクトス
タンダードにすべく注力し、さらに、今後「CapTool」のようなシステムを用いて
のデータ収集が進むと予想される製造販売後調査市場においても「CapTool」
のデファクト化を目指し、2006年4月期より本格的な事業展開を図って
おります。
また、近年の生活習慣病患者数の増加を抑止すべく、歩数計や血圧計など
の家庭用医療機器と「CapTool」を連携させた健康管理サービスを提供し、
生活習慣病の予防や進展抑制に貢献していきたいと考えております。

サイバーステップ株式会社は、2000年4月の創業以来、ネットワークを利用し
たエンターテイメントの将来性に着目し、ネットワークや3Ｄ描画に関するコアテ
クノロジーの研究開発を推進してまいりました。それら基礎技術の集大成であ
る自社開発の仮想ゲーム実行環境「Oni（オニ）」をプラットフォームに利用す
ることで、他社にはマネのできないようなアクション性、リアルタイム性の高いオ
ンラインゲームの開発が可能になりました。

当社のファーストタイトルであるPC向け3Dオンライン対戦格闘ゲーム
「GetAmped （ゲットアンプド）」は、現在韓国や中国、台湾など世界4カ国
1地域のオンラインゲーム運営会社にライセンス提供されています。
「GetAmped 」はそのユニークなゲーム性、高いアクション性が、オンライン
ゲーム市場でも競争の激しい韓国をはじめとしたアジア地域で高く評価されて
おり、ユーザー登録数は約1,700万にのぼります。（2006年5月31日現在）

また今春より、自社開発のMMO（大規模同時接続）アクションRPG（ロール
プレイングゲーム）「Ｃ２１（シーニジュウイチ）」の商用サービスを日本市場にて
開始。「オンラインゲームライセンス事業」に加えて、オンラインゲームを運営
する「オンラインゲームサービス事業」にも参入いたしました。

今後は、オンラインゲームの企画・製品開発、ライセンス事業、サービス事業と
いった経営基盤をより磐石なものにし、「多タイトル化」、「グローバル展開」を
加速。当社の掲げる「ネットワークや3Ｄ技術を駆使し、全世界の人々がコミュ
ニケーションすることを通して楽しめるエンターテイメントの創造」の実現に邁
進してまいります。

2.
 収益成長率 ： 1,476％ 

1.
 収益成長率 ： 2,898％ 

メビックス株式会社 サイバーステップ株式会社

代表取締役社長

大社　聡 氏
代表取締役社長

武内　重親 氏
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アウンコンサルティング株式会社は、Google（グーグル）やYahoo!（ヤフー）な
どに代表される検索サイトからトラフィックを誘導することにより、ウェブサイトへ
の集客につなげるマーケティング手法である検索エンジンマーケティング
（SEM）に特化したコンサルティングを事業としています。

SEMとは、通常の検索結果で上位表示を図る「検索エンジン最適化（SEO）」
と、検索したキーワードに応じて表示される「検索連動型広告（P4P）」とで構
成され、当社はその両方をワンストップでクライアントに提供し、費用対効果の
高いSEMの実現を支援しています。
これらを支えるのは、日本国内におけるSEM黎明期よりこの事業に携わり蓄
積したアルゴリズム（検索結果の表示順位を判断する基準）に対する深い分
析力と対応力、P4P運用における高度なノウハウ、それらを絶えず改善しより
高い次元へと導いていく社員一人ひとりの努力であると思っています。

日本のインターネット広告市場は2005年には2,800億円を超える規模となり、
今後もよりいっそうの成長が期待されています。その中でもSEMに関しては、
日々その認知度が高まっており、今や企業のマーケティング活動に欠かすこと
のできない重要な手法として定着しています。

当社はこのSEMにおける専業のコンサルティング会社として事業の成長を図
りながら、今後はインターネットにこだわることなく、マーケティング分野のコンサ
ルティング事業をビジネスドメインと捉え、「真ん中にお客様第一主義」という
経営理念のもと、お客様の声に誠実に耳を傾け、常に期待を超える成果を出
し続けられるよう取り組んでまいります。

エイチエムシステムズ株式会社は、２００１年設立当時から法人向けシステムソ
リューションサービスを提供しておりましたが、２００４年よりメディア事業を開始
し、モバイル広告市場に本格的に参入致しました。そして、同市場において自
社開発型モバイルメディア企業を指向し、独自のポジションを構築して参りまし
た。モバイル広告市場参入以後の業績は急成長しており、現在は広告販売
からメディア運営、システム開発に至るまで事業を幅広く展開しております。

当社には、大別して４つのサービスラインがありますが、中でもモバイルメディア
広告の販売や２００５年に自社開発したモバイルアフィリエイトプログラム『アフィ
リア』によるモバイルアフィリエイトサービスの提供において高い成長率を達
成致しました。これは専門技術と営業力の一体化、提携パートナーシップの
構築・強化の成果であります。

また、モバイルソリューションの提供、モバイル公式コンテンツの提供では、当
社のモバイルメディアの企画・開発・システム運用力の強みを活かし社内リ
ソースを集約、主力事業であるメディア事業とのシナジー効果を図っております。

モバイルというカテゴリーは単に移動体通信機器にとどまらず、今後数年内に
機能、内容ともにますます成熟が進み、企業活動や家庭生活にとって今以上
に欠かせないものになると確信しております。また、規制緩和等による激しい
構造変化も予想されますが、これまで培ってきた開発力、マーケティング力を活
かし、クライアントである企業と利用者である消費者との間に立ち、双方に魅
力的なサービスの提供をする総合機能を有した情報媒体社を目指します。
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3.
 収益成長率 ： 1,358％ 

アウンコンサルティング株式会社

4.
 収益成長率 ： 816％ 

エイチエムシステムズ株式会社

代表取締役

信太　明 氏
代表取締役社長

森　英明 氏



弊社は、電子証明書発行をはじめとする情報セキュリティサービス及び電子認
証業務を世界規模で行っております。

情報セキュリティの重要性は年々高まり、なかでもインターネットを利用したビ
ジネスにおいては「SSL」による暗号化通信／サーバ証明書を導入すること
が一般的になってきました。数年前まで、この分野は「一社の独占市場」とい
う状況でしたが、弊社のサービスは急速にシェアを拡大しています。

弊社サービスが市場に受け入れられたのは何といってもその手軽さです。SSL
が多くの企業に利用されるようになるにつれ「導入のしやすさ」が求められるよ
うになりました。弊社が参入するまでサーバ証明書の発行には企業登記簿な
ど各種書類が必要で、申請するだけでも大変手間がかかりました。弊社は、申
請から証明書発行までの手続きをすべてオンラインで実現できる業界初のシ
ステムにより、サービス利用者を急増させることができました。

弊社では「クイックSSLプレミアム」という、申請から最速二分でSSLサーバ証
明書を発行する、とても画期的なサービスを提供しています。この他、企業の
実在証明を加えた「トゥルービジネスID」など、お客様のニーズに合わせたあら
ゆる電子証明書サービスを提供しています。

日本ジオトラストは「安心」「簡単」「低価格」のサービスを基本コンセプトとし、
今後もユーザのニーズに合わせた手軽で信頼できるサービスを展開していき
ます。

当社グループは、高成長を続けるモバイル市場へ魅力あるコンテンツを供給す
ることで、世界中のユーザーに「いつでも新しい楽しみ」を提供し、新たなモバ
イルエンターテイメントの創造に貢献することを通じて、広く人々に支持される
高収益企業となることを企業理念としております。

2000年3月に創業して以来、高成長市場を誇る「着メロ」や「待受け」などモ
バイルコンテンツに特化したことにより、順調にコンテンツサイト数を増やし、
DVD事業、物販事業も手がけて参りました。
2004年はコンサート・イベント等に特化した株式会社オン・ザ・ラインの株式を
取得したことにより前期売上の約158％を貢献、2005年6月は欧州最大規模
の小額課金決済プロバイダーであるアイタッチ社取得により前期売上の約
105％を貢献、その他既存子会社も売上を順調に伸ばし、本体は将来価値を
高めるためにコンテンツ制作・原盤権の確保を強化する方針を取り、売上構
成比率を大きく変化させて参りました。
現在、当社グループはコンテンツホルダーとして音楽・動画ソフトを充実させ、
ノンパッケージ商品（音楽や動画の配信等）やパッケージ商品（CD・DVD・グ
ッズ等）として多角化した商品に進化させることが当社の強みとなっておりま
す。来期にかけては、コンテンツホルダーブランドを確立させることで売上成長
をキープして参ります。

今後も、新たな価値の創造を通じて企業価値の最大化を図るべく、新しい分
野に果敢に挑戦して参ります。更なるモバイル市場の拡大、モバイルエンター
テイメントの進化など、環境の変化に素早く適応しながら「一歩一歩を、着実
に。」歩むよう努めて参ります。

Technology Fast50 Japan
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5.
 収益成長率 ： 751％ 

6.
 収益成長率 ： 725％ 

日本ジオトラスト株式会社 フォーサイド・ドットコム株式会社

代表取締役社長

中條  一郎 氏
代表取締役

安嶋  幸直 氏
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株式会社アドウェイズ

7.

株式会社アドウェイズは、インターネット・モバイル広告市場において、インター
ネット・モバイル上でマーケティング活動を行う広告主と、当社提携Webサイト
を、当社の運営するアフィリエイトプログラムを通じて繋ぐ、ASP（アフィリエイト
・サービス・プロバイダー）として、アフィリエイト広告事業（成果報酬型広告事
業）を主要事業としている。広告を出したい広告主にとってアフィリエイト広告
（成果報酬型広告）は、従来の広告手法における支払うべき広告料が、広告
を掲載する場所や掲載期間に応じた料金が設定されていること、また、その広
告効果については売上高の増減等といった事業全体の業績という形で把握
されていたのに対し、広告主が広告に求める本来の目的、即ち、会員登録、資
料請求、物品購入等といった具体的な広告成果が、実際に実現されることに
よって初めて広告料金が発生する広告手法である。

当社の特徴は、インターネット・モバイルの両方でアフィリエイト広告サービスを
事業展開しており、広告主に対してインターネット・モバイル両方のアフィリエ
イト広告サービスをワンストップで提供している点にある。また日本国内のみな
らず、中国においてもインターネット・モバイルのアフィリエイト広告事業を展開
している。このような積極的な事業展開を可能にしているのがシステム開発
体制である。当社グループは、全従業員の45％がSEで構成され、且つシステ
ム開発は日本だけでなく中国でも行っていることが当社の強みである。今後は
中国での広告事業の拡大を図り、その後アジア諸国への事業展開を目指す。

株式会社ドリコムは、「with entertainment－人々を楽しませること」、
「always creative, all innovative－いつも創造的に、すべて革新的に」及び
「challenge to change－変化への挑戦」をビジョンとして掲げ企業活動を
行っています。
現在は、高い技術開発力をコア・コンピタンスとして、ブログと検索エンジンの
二事業を主軸に展開しています。ブログ事業においては、個人向け無料ブロ
グ提供サービスで培ったノウハウをもとにして、法人企業に対し、ブログホステ
ィングサービス「ドリコムブログシステム」、社内ブログシステム「ドリコムブログ
オフィス」、Web製作・更新・管理システム「ドリコムCMS」をメインに販売して
います。また、検索エンジン事業においては、特許出願中のマトリックスクラス
タリングを活用して、ブログ・Web上のコンテンツに適した広告を配信するユー
ザーマッチ型広告「MicroAd」（株式会社サイバーエージェントとの共同事業）
を展開しています。
今後は、「ソフトウェアのサービス化」、「ユーザーにより作られるデータベース」
及び「インターネット広告におけるロングテール理論」の3つを重点投資分野
に掲げ、中期的に売り上げ100億円、営業利益率30％を目指すべく企業活動
を行ってまいります。「世界に通じるインターネットサービスのものづくり企業」
として、全社一丸となり既存事業の拡大と新規事業の立ち上げに邁進してま
いります。

 収益成長率 ： 612％ 

代表取締役

岡村  陽久 氏http://www.adways.net/

8.
 収益成長率 ： 533％ 

http://www.drecom.co.jp/

株式会社ドリコム

代表取締役

内藤  裕紀 氏
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9.

株式会社ミクシィは、ソーシャル・ネットワーキング サービス(SNS)の『mixi』お
よびIT系求人情報サイト『Find Job !』を運営する企業です。当社は創業当
時より、当社サービスをご利用いただいている方々一人ひとりの心をはかりな
がら、よりよいサービスを提供できるよう努力して参りました。

2004年２月に開始したSNS『mixi』は、既存ユーザーからの招待がなければ
参加ができない招待制のSNSで、「身近な友人や、同じ趣味・関心を持つ人
との交流」「居心地のよい空間」をコンセプトに開発されました。現在はユー
ザー数が570万人（2006年9月14日現在）と国内最大のSNSに成長し、一人
あたりの平均滞在時間では国内第1位*、ページビューでも第2位**と、2年半
で急成長を遂げました。また、1997年の当社創業時より運営を続けている
『Find Job !』は、昨年度に実施された求人情報サイトの満足度調査***において
23サイト中第1位を獲得、多くのユーザーの方や企業様の支持を得て、毎期2
倍以上順調に収益を伸ばしております。

株式会社ミクシィは、当年9月に東京証券取引所マザーズ市場へ上場致しま
した。株式市場と株主の皆さまから、高い評価を頂いたことに対する責任を深
く受け止めて参る所存です。

■上記*および**は2006年に実施されたネットレイティングス株式会社の調査による

■上記***は2005年に実施されたネットアンドセキュリティ総研株式会社の調査による

株式会社デジタルデザインは、設立以来10年以上に渡って通信ソフトウェア
の企画、開発及び付随するシステムを構築し、データ通信を中心とした様々な
ソリューションの提供を主要事業としており、平成12年6月に大阪証券取引所
ナスダック･ジャパン（現ヘラクレス）に第一号銘柄として上場しております。

情報通信の分野におきましては、ネットワーク機器が増加し、多様な機器をつ
なげるネットワークが実現した結果、膨大な量のデータ交換が行われるように
なり、「Web2.0」へのパラダイムシフトが起こりました。
当社は、この様な環境の中、増加し続けるネットワーク機器から得られる膨大
な情報を、セキュリティ、データバックアップ、ネットワークの切り口による効率化
を図るオリジナルソフトウェア資産を単一で販売する再販ライセンス事業と、そ
れを他社製品・サービスおよびシステムと組み合わせて販売するソリューション
事業を展開して参りました。

今後は、より費用効率と拡張性のあるサービス、より多様なデバイスに対応す
るソフトウェア、より簡単なユーザーインターフェイス、より簡単なビジネスモデ
ルが重要であると考えており、これまで蓄積してきたソフトウェア資産および知
的資産をもとに、様々なソリューションとして提供することで、社会貢献してまい
る所存です。

 収益成長率 ： 523％ 

http://mixi.co.jp/

10.
 収益成長率 ： 446％ 

http://www.d-d.co.jp/

株式会社ミクシィ

代表取締役社長

笠原  健治 氏

株式会社デジタルデザイン

代表取締役社長

寺井  和彦 氏



デロイト トウシュ　トーマツ　日本テクノロジー Fast50では、
募集と同時期に、経営の諸課題について企業調査を実施し、
結果をまとめている。テクノロジー企業が抱える諸課題を知る
資料となり、企業ならびに支援者に役立つことを願う。

2006年　日本テクノロジー Fast50受賞企業の50社の平均
設立年は、上場は　1997年、未上場は　2000年である。上
場企業の平均上場年は2004年で、設立から上場まで、平均7
年要している。

企業調査結果
について
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最大の経営課題
「人材確保・育成」が29%で、昨年、一昨年に引き続きトップ。これに「社内管
理体制」17%、「販路拡大」16%が続いている。

要員計画
未定、未回答を除くすべての企業（50社中48社）で、2005年から2006年にかけ
て従業員を増加させる予定と回答。そのうち37社は、2割以上の増員を予定。

業務提携、アウトソースしている業務
約8割にあたる41社が何らかの業務をアウトソースしていると回答。回答の多
い項目は、「製造・流通」37%と「販売・マーケティング」29%であり、この2項
目で全回答の2/3を占めている。

売上高経常利益率見通し
3割以上の企業が向こう3年間の売上高経常利益率を「10%以上改善」と回
答。「0～5%改善」、「5～10%改善」まで含めると、回答の85%を占めている。

成長を助成する日本の諸制度
「優遇制度」27％、「法整備」26%、「規制緩和」23%に回答が集中しており、
この3項目で全回答の8割弱を占めている。

特許保有
特許保有企業の比率には、昨年と比較すると変化が無いが、
1社あたりの「平均特許保有数」は減少傾向。

外部支援者
「証券会社」が22%でトップ。次いで「専門家」18%、「ベンチャーキャピタル」
15%、「銀行」10%、 「商社／販売代理店」、「人材会社」各9%の各項目が
続いている。

有益であった支援
構成比はやや下がったものの「資金調達」が24%で昨年に引き続きトップ。
これに「顧客紹介」17%、「経営助言」15%、「人材紹介」、「製品開発」各
11%が続いている。

Results



社内管理体制
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１． 現在取り組んでいる最大の課題

回答の多い項目の上位3つは、「人材確保・育成」29%｛26%｝、「社内管理
体制」17%｛11%｝、「販路拡大」16%｛15%｝である。

成長の要は“人”

２． 要員計画

未定、未回答を除くすべての企業（50社中96%（48社））が、2005年から2006
年にかけて従業員を増加させる予定と回答。そのうち77%（37社）が、2割以上
の増員予定。平均増加率は、2005年から2006年にかけては53%、2005年から
2007年にかけては105%である。

［質問：従業員数についてご回答ください。2005年、2006年（推定）、2007年
（推定）］   [回答社：50社（上場35社、未上場15社）／（連結がある場合は連結。常勤のみ）]

‘人’とともに成長

回答の約3割を占める「人材確保・育成」は、昨年、一昨年も他の回答を大きく
引き離して最多となっており、昨年よりも比率を延ばしている。優秀な人材の
確保が事業の高成長を支える重要な要素と考えられていることを示している。

人材確保・育成

大きく比率を伸ばしたのは第2位の「社内管理体制」である。国内外で、コー
ポレート・ガバナンス強化に対する要求が高まっていることが反映されたものと
考えられる。とりわけ、未上場企業にとって、最大の課題と認識されており、
株式市場への上場や、拡大する事業規模への対応として社内管理体制の
強化が重要な課題となっていることが分かる。従業員の増加が著しい企業で
は、社内管理体制を最大の課題とする比率が高くなっている。

社内管理体制

「販路拡大」も昨年同様に最大の課題の回答数が多く、特に、未上場企業
で比率が高くなっている。ただし、「海外進出」の回答比率4%｛7%｝は昨年よ
り低下しており、中国・東南アジアへの進出が一段落したこと、国内市場が成
長していることが原因と考えられる。

「研究開発」の回答比率は、昨年と変わらず10%である。「M&A」の回答比
率は6%｛11%｝と昨年より低下した。これは、M&Aに対する社会のイメージ悪
化が関係しているとも考えられるが、売上規模の比較的大きい企業ではM&A
を選択する企業が多く、今後の成長のための重要な施策と認識していること
が窺える。昨年と比較して、「ビジネスモデル構築」は8%｛12%｝に減少、「リ
スクマネジメント」は4%、「情報インフラ」は1%、「設備投資」は1%で昨年と
変わらなかった。

上場企業／未上場企業を比較すると、未上場企業における、「社内管理体
制」、「販路拡大」、「人材確保・育成」の回答比率の大きさが目立つ。上場
企業に比べて、会社設立からの経過年数が比較的短いことから、事業の基
盤的部分の充実に重点が置かれていることが窺われる。

［質問：貴社が現在取り組んでいる最大の課題について、ご選択ください。］
[回答社：50社（上場35社、未上場15社）／3つまで複数選択／回答数：146］

＊ ｛　｝内は、2005年データ

販路拡大

2006 日本テクノロジー Fast50

最大の課題

2006 日本テクノロジー Fast50

最大の課題（上場）

2006 日本テクノロジー Fast50

最大の課題（未上場）

人材確保・育成 販路拡大

ビジネスモデル構築 M&A

研究開発

海外進出

情報インフラ設備投資 その他

リスクマネジメント

社内管理体制
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３． 業務提携、アウトソースしている業務

Fast50受賞企業のうち、約8割にあたる41社が何らかの業務をアウトソースし
ていると回答。回答の多い項目は、「製造・流通」37%と「販売・マーケティン
グ」29%であり、この2項目で全回答の2/3を占めている。
上場企業：未上場企業を比較すると、「販売・マーケティング」(29%：30%）の
占める比率には大きな差は見られないが、「製造・流通」(33%：45%)、「研究・
開発」(9%：15%)で大きな差異が見られる。相対的に経営資源に制約がある
と思われる未上場企業において、コア事業に、より経営資源を集中させている
傾向が窺われる。
一方、「総務・経理」については、上場企業の9%に対して、未上場企業では
0%という結果となった。上場企業の開示責任の増大により、総務・経理系の
事務処理負担が大きく膨らむ傾向を表しているものと思われる。

［質問：貴社で業務提携・アウトソースしている業務内容はありますか。］
[回答社：41社（上場28社、未上場13社）／複数選択／回答数：65］

＊2006年新設の質問

サプライチェーンの効率化
2006 日本テクノロジー Fast50

業務提携、アウトソースしている業務

2006 日本テクノロジー Fast50

業務提携、アウトソースしている業務（上場）

2006 日本テクノロジー Fast50

業務提携、アウトソースしている業務（未上場）

研究・開発 人事管理

その他総務・経理

流通・マーケティング製造（プログラミング
含む）・流通

研究・開発 人事管理

その他総務・経理

流通・マーケティング製造（プログラミング
含む）・流通
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４． 売上高経常利益率見通し
Fast50受賞企業のうち、3割以上の企業が向こう3年間の売上高経常利益
率を「10%以上改善」と回答。「0～5%改善」、「5～10%改善」まで含める
と、回答の85%を占めている。

直接の比較は出来ないが、昨年の「成長維持の自信度」に関する設問への
解答｛非常に自信がある61％、かなり自信がある31%｝と同じ傾向が見て取れ
る。これまでの成長に裏打ちされた、成長継続への自信が窺われる。

売上高経常利益率の変化をもたらす要因としては、「売上の伸長」が群を抜
いており、全体の約6割を占めている。これに続くのは「合理化」の約16％で
ある。多くの企業が、固定費的な費用負担を売上の伸長でカバーすることに
よって、経常利益率を向上させられると想定していることがわかる。

「現状並み」と回答した企業の多くが、既に高い利益率を実現しており、目標
利益率を超えた利益は、売上拡大のためのプロモーションに活用すると回答
した企業もあった。
現状の利益率が低い企業の多くが、売上高経常利益率の改善を見込んで
おり、売上高の増加に加えて、利益率向上を経営課題としているものと思
われる。

 [質問：売上高経常利益率（％）が向こう3年間でどのように増減すると予想し
ていらっしゃいますか。]
［回答社：47社（上場33社、未上場14社）／1つ選択］

［質問：上記の利益率の変化をもたらす要因は何ですか。］
［回答社：45社（上場33社、未上場12社）／1つ選択／（連結がある場合は連結］

＊ ｛　｝内は、2005年データ

＊2006年新設の質問

2006 日本テクノロジー Fast50

売上高経常利益の増減予想

2006 日本テクノロジー Fast50

売上高経常利益率の要因

2006 日本テクノロジー Fast50

売上高経常利益の増減予想と変化要因

現状並み

売上の伸長

その他

合理化 研究開発の回収期入り画期的新製品
の投入

売上の伸長

その他

合理化 研究開発の回収期入り画期的新製品
の投入

0～5％改善 5～10％改善 10％以上改善



Technology Fast50 Japan
2006 Winners Report

2006 日本テクノロジー Fast50

助成制度

2006 日本テクノロジー Fast50

助成制度（上場）

2006 日本テクノロジー Fast50

特許保有数

2006 日本テクノロジー Fast50

助成制度（未上場）

５． 成長を助成する、日本の諸制度

回答の多い項目は、「優遇制度」27％｛31%｝、「法整備」26%｛31%｝、「規
制緩和」23%｛31%｝であり、この3項目で全回答の8割弱を構成している。
上位3項目は、昨年、一昨年と同じ項目が占めている。テクノロジー企業が事
業を拡大して行くにあたり、投資のための資金的手当てと新たな事業機会を
得るための制度見直しに対するニーズが高いことが見てとれる。
上場企業と未上場企業では、「規制緩和」と「法整備」の大小関係が逆転し
ている。但し、法整備に対するニーズの中に、例えば、映像コンテンツのネット
配信における著作権問題といった規制緩和色の強いものが含まれていること
を想定すると、両者に見た目ほどの差異は無い可能性もある。この点について
は、今後の詳細な調査・分析が必要である。

［質問：日本における諸制度において、テクノロジー企業の成長性を助成する
ものをご選択ください。］

［回答社：48社（上場33社、未上場15社）／以下の中から1つ選択：規制緩和、優遇制度（補助金・税

制・資金調達等）、海外進出支援（自由貿易協定・海外市場情報等）、格差克服支援（医療介護・デジ

タルデバイト・地理等）、法整備（知的財産・セキュリティ・通信法等）、その他］

＊ ｛　｝内は、2005年データ

守護と援護

６． 特許保有

Fast50受賞企業50社うち、45社（上場33、未上場12）が、特許を保有してい
ると回答した。保有数については、「10未満」が83%、「50未満」が13%、
「100未満」が4%であり、「100以上」保有と回答した企業は無かった。
昨年｛回答社数45社｝と比較すると、「10未満」が71%→83%、「50未満」が
22%→13%、「100未満」が0%→4%、100以上が7%→0%と変化している。
全体に占める特許保有企業の比率には変化が無いが、1社あたりの平均特
許保有数という意味では減少傾向が見て取れる。

ビジネスモデル特許については、回答した49社（上場34、未上場15）のうち、
10%（5社）が保有していると回答した。
ビジネスモデル特許においても、昨年｛回答社数45社｝と比較して保有企業
の比率が低下（20%→10%）している。

特許という権利の保有が、必ずしも高成長に直結するわけではないことを示す
結果となった。

［質問：特許保有の場合、特許取得数（出願済みも含む）はいくつですか？］
［回答社：45社（上場33社、未上場12社）］

［質問：ビジネスモデル特許をお持ちですか。］
［回答社：49社（上場34社、未上場15社）］

＊｛　｝内は、2005年データ

アイデア確立は難しい?

優遇制度 法整備

格差克服支援 その他

規制緩和 海外進出支援

優遇制度

10未満 50未満 1100未満 100以上

法整備

格差克服支援 その他

規制緩和 海外進出支援
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外部支援者（上場）
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外部支援者（未上場）

７－１．貢献した外部支援者

回答の多い項目は、「証券会社」22%、「専門家」18%、「ベンチャーキャピタ
ル」15%、「銀行」10%、「商社／販売代理店」、「人材会社」各9%となって
いる。
昨年との比較で大きく比率が変化しているのは、「ベンチャーキャピタル」
23%→15%、「人材会社」5%→9%、「専門家」13%→18%、「商社／販売
代理店」6%→9%などである。「ベンチャーキャピタル」の比率が下がる一方
で、「銀行」の比率が上昇（8%→10%）しており、低金利政策や銀行が新規
貸出しを積極化している動きの影響が窺われる。この傾向は、未上場企業に
おいてより鮮明に表れている。「ベンチャーキャピタル」は29%→15%と比率
が半分となる一方、「銀行」が3%→12%と急増しており、資金調達手段の選
択肢が広がっている（直接金融から間接金融へ）ことを示している。
また、「証券会社」「専門家」「人材会社」を“ヒト”の要素に対する支援、
「ベンチャーキャピタル」「銀行」を“カネ”の要素に対する支援、「商社／販
売代理店」「産学官関係」「マーケティング／PR会社」「システムインテグレ
ータ」を“モノ”の要素に対する支援と大別した場合、昨年と比較すると、それ
ぞれ、“ヒト”39%→49%、“カネ”31%→25%、“モノ”18%→19%となり、
“ヒト”の重要性が高まっていることが窺える。
上場企業と未上場企業の差異が目立つのは、「証券会社」（26%：9%）、
「専門家」（13%：25%）の2項目である。前者については、過去3年以内に株
式上場した企業からの回答が比率を大きく押し上げており、上場時の支援が
評価されたものと考えられる。後者からは、設問１の「最大の課題」の回答傾
向と同様、会社設立からの経過期間が比較的短い未上場企業において、会
社運営基盤の充実に対する外部支援が、より重要な要素となっていることが
窺われる。

［質問：直近1-3年間で、貴社の成長に最も貢献した外部支援者をご選択くだ
さい。］
［回答社：49社（上場34社、未上場15社）／3つまで複数選択／回答数：116］

“ヒト”の重要性が高まる

ベンチャーキャピタル証券会社
専門家（経営コンサ
ルタント/弁護士等）

商社/販売代理店

システムインテグレータ

人材会社

オフショア

産官学関係
マーケティング
/ PR会社

その他 なし

銀行
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2006 日本テクノロジー Fast50

有益であった支援（上場）

2006 日本テクノロジー Fast50

有益であった支援（未上場）

７－２．有益であった支援
回答の多い項目は、「資金調達」24%｛27%｝「顧客紹介」17%｛17%｝、「経営
助言」15%｛11%｝、「人材紹介」、「製品開発」各11%｛各9%、11%｝である。
回答比率の順位は、受賞企業全体で見た場合、昨年とほぼ変化が無い。但し、
資金調達が若干比率を下げ、「経営助言」、「人材紹介」、「顧客紹介」が僅
かずつ比率を伸ばしている。「資金調達」は相変わらず最重要課題ではあるも
のの、ここでも資金需給の緩和の影響が見て取れる。
前問と同様に、支援内容についても、“ヒト”の要素に対する支援（「人材紹
介」「戦略策定」「経営助言」「リスク管理」）、“カネ”の要素に対する支援
（「資金調達」）、“モノ”の要素に対する支援（「顧客紹介」「製品開発」「ブ
ランド構築」「ＩＴインフラ構築」「海外展開」「チャネルパートナー開拓」「コスト
管理」）と大別してみた。昨年と比較すると、それぞれ、“ヒト”26%→33%、
“カネ”27%→24%、“モノ”47%→41%となり、やはり、“ヒト”の要素の重要
性が高まっている結果となった。
上場企業では、全体の傾向とほぼ同様に、「資金調達」がやや比率を下
げ（29%→28%）、「顧客紹介」（12%→18%）、「人材紹介」（8%→12%）の
比率が上昇している。売上拡大、人材確保に直結する支援の重要度が高まっ
ていることが窺える。
未上場企業では、「資金調達」の比率が大きく下落（29%→19%）しており、需
給緩和の影響がより鮮明に表れている。また、全体傾向と異なり、「顧客紹介」
の比率が大きく下落（29%→18%）している一方、ブランド構築（3%→9%）が
比率を伸ばしている。新興企業のマーケティング手法として、例えば、インター
ネットを活用した所謂「ナノマーケティング」的手法の利用が拡大している結果
と見ることもでき、非常に興味深い。

［質問：最も有益であった支援をご選択ください。］
［回答社：47社（上場33社、未上場15社）／3つまで複数選択／回答数：111］

＊｛　｝内は、2005年データ

資金調達 顧客紹介 経営助言 人材紹介

チャネルパートナー
開拓

海外展開

その他

戦略策定

ブランド構築リスク管理

ITインフラ コスト管理

製品開発
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